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現代流通と商業経済論

岡田千尋

I はじめに

商業の発展は'tの時々の生屋様式によって規定されるが，資本主義的生産様

式においても自由競争段階と独占段階とではその特徴も著しく異なっている。

しかも独占段階では必ずしも商業資本のみが商品流通を担当しているだけでは

なし産業資本が自らの販売組織によって商品流通を行七いわゆる直接販売

や，既存の商業組織を白己の販売組織化することによって商品流通寺行う，い

わゆiSi世通系列化による販売，など積々の商品流通の構造がみられるが，この

3つの商品流通の構造は現代流通における主要なものといってよい。

こうした状況下において，現代の流通を分析・解明する理論構築をめ「って

様々な議論が展開されている。そのうち最も大きな議論は「商業経済論」の否

定とそれに代わる新しい理論としての「流通論」または「流通経済論」の提唱

であろう。

ところが， このような「流通論」構築の提唱に関しては否定的な見解がある。

すなわち「商業学ないし配給論のオノレタナティブとして流通論をいうことは，

これらを全〈同じ次元にお〈こと，さらには商業学や配給論を流通論にあらさ

るものとすることであろう。しかしそうすることは断じて許されない

〔自由競争段階での一一筆者〉商品流通が一般的，全面的に商業資本の媒介に

よってお ζなわれている状況のもとで，流通論は商業前以外のものとしてあり

うるだろうか。あるいは逆に， そのような商業論は流通論ではなかコたなどと

いってよいのだろうかu 同様に配給論が3 それが成立した時期における特殊の

流通形態に触発され，その認識を志向した学問であ勺売とするならば，手れこ
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そが当代の流通論であったといわなければならないのではなかろうか。わたく

しは商業学なり配給論なりを，商品流通の変化，発展に対応する流通論の展開

した姿として位置づけなければならないものと考える。..(流通論の一一一筆

者〕理論体系は商業論や配給論に対比、する特殊名称をもって呼lまるべき筋合い

のもりだといいたいの Eあるわたくし自身は配給論という名で十分である

と考えている。)Jυ，これである。

つまり「商業論」はその時々の商品流通を担当する「商業」という部門を分

析・解明する「特殊な経済理論」なのである。したがって自向競争段階では商

業資本の論理をもって商業の分析は可能であったn だが「独占段階においては，

独肖の存在と Lての商業資本が否定され，商業資本の自立性が制限され，商品

資本の直接無媒介の運動が一般化する」幻。それにともなう種々の商品流通の

態様はいわゆる商業論による分析だけでは不十分であるとはいえ，現代の「商

品流通全体を代表させうるようなものがあるとすれば，それは明らかにさきに

述べたような商品資本の直接無媒介の運動としての商品流通の形態であり，し

たがって流通の理論を代表しうるのもまたそのような形態にかかわる理論でな

ければなら」ω ないのである。 そこで「配給は独占段階における商品ないレ資

本流通の特殊の形態でありJ"， i独占段階では， 商品資本はそれ自体として

多かれ少かれ直接市場と結びついている。そこでいまかりに独占段階における

商品資本のこのような直接的な，無媒介の運動過程を配給過程」盲〉 としs そ乙

における商品流通を分析・解明する Dが「配給諭」であるとするならば r商

業論」と「配給論」をもって現代流通を分析することができれば， ことさら

「流通論」を提唱することは意味がないといえる。

そこで，本稿では従来のいわゆる商業論，配給論を「商業経済論Jとして捉

え，この商業経済論で現代の流通，すなわち上でみた 2つの主要な商品流通の

1) 森下二次也.r流通論」の方法j 出石邦保繍「現代流通経済論」昭和53年.， 14-15へ ジ。

2)3) 向上， 9へジ。

4) 森下三次也『現代商業経済論」昭和35竿J 351ベージ。

5) 向上. 350べ ν。
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構造を分析・解明することができるかどうかを検討することにする。

11 自由競争段階の商業

白由競争段階の商品流通は商業資本によって担当されてきた。したがってこ

の段階では商業資本の論理をもって商品流通の全体を解明「る乙とが可能であ

った。それは「資本主義の自由競争段階で商業はその最高度の発展を示すよう

忙なる。それはそこで一般化L，全面化するν つまり自由競争のもとでは，ほ

ほ商業=商品流通正考えでよいような事態，商業をもって商品流通全体を代表

させうるような事態が出現J"' しているからである。それでは， この段階での

商業はどう捉えられるのであろうか。

商業資本は価値も剰余価値も生産しない流通過程でのみ機能する。そしてそ

A 
の流通過程は産業資本の資本循環 G-W(Pm"'P"，W'-G'の必然的な通過過

程であり，単なる商品から貨幣，貨幣から商品への姿態変換過程ではなく，商

品資本から貨幣資本へ，貨幣資本から商品資本への姿態変換過程である。そし

て，この流通過程は価値実現の過程であり，商業資本は商品の価値実現をその

本質的機能として産業資本から自立化す品。

この商業資本は社会総資本の一部であり社会的分業のーっとして独立の形態

を与えられ，商品の価値実現を遂行するものである。そしてこの価値実現機能

こそが商業資本の本質的機能なのである。しかし，商業資本が産業資本から商

品を購買したからといって，これだけでは価値実現がなされたわけではない。

商業資本が W-Gを遂行してはじめて価値実現がなされるのである。 なぜな

ら，商業資本が産業資本目ら商品を購買 Lても，それは個別に，産業資本にと

ってのみ価情実現がな苦れ?のであり，商品資本は持ち手が商業資本に替わっ

ただけでJ 依然として市場に滞留しているからである。こうした状況は社会総

資本にとっては価値実現がなされたわけではない。したがって，商業資本によ

る価値実現は単に産業資本総体の価値実現と Lてではなし社会総資本の価値

6) 森下三次也，前掲論文， 3べ一九
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実現として理解されなければならない。すなわち，商業資本による価値実現は

社会総資本の再生産にとって必要不可欠なのである。それゆえ，同一産業部門

のみならず多数の産業部門の多数の産業資本の流通過程を集中代位し，社会総

資本の流通過程を集中代位することによって，尚業資本はその舟立根拠を与え

らすしるりである。

多数の産業資本の流通過程を集中的に代位する ζ とができる商業資本は，流

通時間を短縮し流通費用を節約するが，それは産業資本にとってのみ達成され

るのではなし社会総資本にとっても達成される。しかし，商業資本の存在が

社会総資本の流通時聞を短縮するのは，単に社会的分業の結果左してではなし

商品の価値実現に必要な技術的諸操作が商業資本の手中に集中していることが

必要であろう。つまり「商人がζ の事業に専心するがゆえに，生産者にとって

は，彼の商品がより速く貨幣に転形されるばかりでなく，商品資本そのものが

生産者の手でなされるばあいよりも速やかに姿態変換をなしとげるF。この結

果，流通費用も当然に集中され節約されることになろう。

このように，商業資本は流通過程を集中的に代位L，流通時聞を短縮し流通

費用を節約するが， これによって間接的に社会総資本の価値，剰余価値の生産

に貢献する。つまり「商人資本が流通時間の短縮に貢献するかぎりはJ それは

間接に，産業資本家によって生産される剰余価値の増加を助けることができ

るJ" のである。というのは「投下資本にたいする剰余価値の比率を向め，か

くして利潤率を高める」ω からである。そ Lて商業資本の存在が「市場の拡張

を助け，諾資本間の分業を媒介し，かくして資本のより大きな規模での作業を

可能にするかぎりJ10
) において産業資本の生産性の向上と資本蓄積を促進する。

つまり，産業資本の商業資本への商品の販売は，社会総資本にとってはまだ価

値実現がな手れたわけではないが，産業資本に kつては何値実現がな事れたの

であり再生産が可能になる。そればかりではない。商業資本に販売を代位させ

7) K. Marx， Das Kapital， 111 Bd， S. 287，長谷部文雄訳， i資本論」河出書房新社， 第3分冊

231へージ。
8)9)10) Ebenda~ S. 291，同上訳， 234ベージ。
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ることによって産業資本は流通過程のために準備しなければならない貨幣資木

を留保する必安がなくなり，その分を生産過程に投下することができる。それ

は必然的に産業資本の生監と規模の拡大を促進 L.終局的には社会総資本の拡

大再生産を促進する ζ とを可能にする。

このように，商品の価値実現，換言すれば商品資本の貨幣資本への形態転化

を集中代位し，流通過程を社会的に効率化L.産業資本のみならず社会総資本

の価値，剰余価値の生産に貢献することが商業資木の本質的機能である υ それ

ゆえにこのような商業資本は存在を許きれ介のである。

つまり，産業資本の資本間競争が激化するために，産業資本自 bが価値実現

を遂行するよりも，商業資本にその機能を代位させ， 自らは生産過程に資本投

下の重点、をおくことによって価値，剰余価値の生産の増大を図るほうが有利な

のである。こうして，商業資本の存在は社会総資本の価値や剰余価値の生産の

増大を可能にL.一般的利潤率を上昇させることができる。この限りにおいて

商業資本はその存立根拠を有しているのである。すなわち，商業資本の存在は

「 方では社会の剰余価値から補填されなければならない流通費用を節約する

ことによって直接に，他方では社会総資本のうち剰余価値生産のために充当さ

わしるべき生産資本部分を増大させ，剰余価値生産の規模を拡大させることによ

って間接に，社会総資本の利潤率を上昇」ω させるのである。

こうして，商業資本は社会総資本の一部として，一般的利潤率を上昇させる

ことでその存立根拠が与えられている。そして「個別的諸資本は，上昇した一

般的利潤率に Lたがって，より高い平均利潤というかたちで個別的利益を均等

に受什土ると左ができる」凶のである。

つまり，自由競争段階においては，一般的には，商品流通は商業資本によっ

て社会的・集中的に媒介されるのである。しかもそれはただそうした方が有利

であるというようなものではなく「販売価格の設定が自由競争にもとづく等価

11) 風呂勉「マーケティング田チャネル行動論」昭和48革 107ページ。
12) 'Nよ勇吉，現代流通における商業資本.i研究季報」第34巷 1. 2・3号， 149ページ。
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交換の原則によって外部的に規制される条件のもとでは，より効率的に販売を

おこなう商業資本への依存が，強制的な法則として作用するのであるJ13)0 つ

まり「一般的には産業資木にとって商人への販売は一つの強制としてあらわれ

るのである」凶。 しかも通常の状況のもとで商業資本に依存しない産業資

本は競争におい ζかえっ亡劣位につ〈ことを意味」即しているのであるo とい

うのは r個別的諸資本にとっては，商業機構を売買の媒介機構として利用し

ないかぎり，個別的売買を社会化して社会的な過程としての商品流通に適合さ

せることが困難になるだ円でなく， 自らの再生産に少な〈とも必要な平均利潤

の取得が困難になるかもしれないからであるJ'ぺ Lたがって， 商業資本は産

業資本にとっての「貨殖の増大化という資本の本性Jl7>からその存在を許され

たのである。また，自由競争が支配的であり，平均利潤法則が貫徹していた。

そのなかで，商業資本は社会的に必要な範囲内にあり，しかも平均的な大きさ

であり，多数の産業資本の流通過程を集中代位L，その売買操作を専門的に遂

行する。そうすることで流通時間を短縮し，流通費用を節約したのである。こ

のことが商業資本自立化の根拠であり，商業資本の存立根拠なのであった。し

かもそれは，社会総資本の一部として一般的利潤率を上昇させるという，いわ

ば，社会総資本の観点から要請された存立根拠であったといえよう。

III 独占段階と商業の変化

さc.独占段階に啓行すると，種々の要因によって商業資本には様々な変化

があらわれる。それは商業の量的変化と質的変化に集約され，それを特徴づけ

るのは商業排除の傾向と商業大士鵬化の傾向であるu しかもこの二つの傾向が

この段階での代表的な商業の特徴であり， この二つの特徴を解明する理論脅提

13) 阿部真也「現代流通桂済論」昭和59年， 13ベージ。

14) 現下二次也，前掲書， 136ページ。

15) 向上> 312ベージ。

16) 小松男吉，前掲論文， 150ベージ。

17) 加藤義忠j 独占資本主義と商業の存立根拠， r商学論集」第20巻 3'4・5号， 135ベージ。
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供することでζの段階における商業の分析は可能であろう。以下，まず商業排

除の傾向，次いで商業の大規模化の傾向についての理論をみていこう。

1 商業排除の傾向

独占段階といえども，独占的産業資本および非独占的産業資本の商品流通が

存在する限り，商品流通がなんらFの形で媒介され，商品の価値実現がなされ

ねばならない。さもなければ社会総資本の宵生産過程が中断されることになる O

したがって，独占段階であっても商業資本自立化の可能性，根拠がな〈なるわ

けではない。したがってそのかぎりにおいては前節で展開された商業資本の存

立恨拠はそのまま適用できうる。しかし，全く同一性があるというわけではな

い。なぜなら，自由競争段階で確立していた商業資本の存立根拠は，独占段階

ではいくつかの点で制約を受けるからである山。

それはまず第1に，信用制度の発達により，特に，商業信用の発達による商

業資本の貸付資本的役割が喪失する ζ とである。第 2に，生産規模の拡大，産

業資本の共同組織による共同販売，個人的消費の小規模分散性の克服による商

品売買が集中する。それにともなう交換当事者数の相対的減少は商業資本存立

による流通時間の短縮，流通費用の節約効果が低下することである。鈴 3に，

商品の標準化，単純化により，その限りにおいて，商品販売の使用価値的制限

が緩和されることである O 第 4に，独占価絡む設定，商品の標準化，単純化，

広告の普及，商品の有標化により，価値実現の専門家としてむ商業資本の自由

な活動が制限されることである。そして最後に，資本の集中ー集積により，独

占的産業資本は白己の組織の内部に商業資本と同等に能率的な販売部門を設定

することが可能であることであ与。 しかしこれらの諸要因は「商業資本の存立

の根拠をその根底からくつがえすような性質のものではない|山し， I商業資

18) 以下の5点について詳Lくは森下』前掲色 288-293ベージ参照。 またこれらの諸点について
の検討は拙許証商業7)限界，有冨重尋漏「商業の発展」昭和団年， 97-99ページ参照。

19) 森下，同ト 2目へージ。
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本の全面的否定にいたるJ20
) ものでもない。つまり，商業資木の存立根拠に制

限を与えるものではあっても，商業資本を排除する決定的な要因にはなりえな

いのである。それでは一体商業資本を排除する要因は何か，次にそれが求めら

れなければならなし、。

独占段階においては，産業資本の集積・集中はいよいよ拍車をかけ，区大化

L.商品生産は飛躍的に増大する。それにともない取引単位は必然的に巨大化

する。それゆえ，独占的産業資本の商品生産量を;企て販売するには大規模商業

資木が必要である200 すなわち「産業経営が集積されていればい毛だけ，その生

産はますます大きしこの生産を取り引きする商人の資木力もますます強〈な

ければならない 1
22)" したがって， 産業資本の資本力に見合ろ資本力をもも，

産業資本の販売を全面的に代位するだけの資本力をもった商業資本であればそ

の存立根拠は存するであろう。しかし，商業資本の本質的機能からみれば，特

定の独占的産業資本の価値実現を代位するわけではない。つまり，商業資本が

代位するのは個々の産業資本のではなく，独占的産業資本総体の流通過程であ

る。したがって，独占的産業資本総体の利潤量を増大させ，個別に分配される

利潤量も増大させる。それゆえ，大規模生産に適応した大規模商業資本であれ

ば，独占的産業資本はその存立を認めるであろう。

しかしながら，前述の如く，商業資本は特定の独占的産業資本だけに寄与す

るわけではない。しかも独占利潤山を志向する独占的産業資本聞の競争が激化

するようになり，独占的産業資ぶは個別的独出利潤確保のために胤品流通を自

ら担当するようになるのである。とし、うのは「独占価格の設定によって独占利

潤を現実に獲得するためには，第ーにその価格が市場において維持されている

20) 森下，向上， 293ベジ。
21) 中ノJ、商業を問題にしないわり Cはないが，乙こでは以下，大規模曲菜との関連でみていくこと

にする。
22) R. Hilferding.仁asFinanzkapital， S. 309.林要訳「金融資本論」大月苦情， 321ベ シ。
23) ここで独占利潤といっても，それは「独占価格の設定によって獲得される利閏であって，最大

限利潤そのものではないが，最大限利潤の主要内容をなすものであるJ(森下，前掲書， 296ヘー

ジ〕。
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ということ・・・，第三に生産された商品量のすべてがその価格で実際に販売さ

れることが必要である。この二つの必要を満たすために独占資本は商業資本を

排除Lなければな bないのである」凶。すなわち，独占利潤獲得のためには「生

産の独占のみならず，流通の独占すなわち巾場の独占的文配の確立がどうして

も必要」加となるのである。それゆえ「独占的産業資本全体にとってλ規模商業

資本の存立を許すほうが一般的に有利であるにもかかわらず，一時的あるいは

部分的に共同利用することはあ勺ても，一般的，基木的には個々の独占的産業

資本の独占利潤追求にとり有利とはい止ない事情からfへ商業資本の存在を

否定する方向に進むようになる。これが商業排除の意味である。つまり「自立

Lた商業資本の存立によって流通時間および純粋流通費用の節減の可能性があ

るにもかかわらず，個別的独占資本の個別的独占利潤の追求にとって商業資本

の自立が利益とならないことから，いわば外的強制的に自立した商業資本の存

立が否定・排除されるJ21>ことになる。

ではなぜこうした方向に進むのであろうか。それはただ，独占利潤の追求以

外のなにものでもなかろう o すなわち，大規模化し生産力を増大した独占的産

業資本は，市場においてその地位を維持するためにはより以上に市場を開拓・

支配していかなくてはならない。そしてそこで「独占価格を維持し，独占利1閣

を実現しなくてはならなし、」羽〉。そのためには商業資本に販売を代位させたの

では不利なのである。なぜなら，繰り返し述べるが，商業資本は個々の独占的

産業資本に寄与するものではないからであり，個別独占的産業資本の独占利潤

追求にとっては商業資本の存在が障壁となるのである。つまり「設定した独占

価格の維持は実際上商業資本を排除することに上司てのみ確保するととができ

るJ'"L， I独占価格のもとでの市場の維持拡張も商人依存によっては確保きれ

24) 同上. 296ベ -Y"

25) 加藤j 前掲論文， 1四ページ0

26) 同上I 143-144ベージ。
27) 加藤義忠商業資本の排除。原理， i商学論集」第21巷l号， 33ベージ。
28) 森下二次也「現代の流通機構」昭和49'年三 41ベージ。
29) 森下，前掲書.296ヘジ。
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難いJ30
) からである。それに，商業資本の果たす役割は社会総資本にとっての

ものであり，利潤追求という観点からみれば，独占的産業資本の個別的立場と

商業資本の社会的性格との対立矛盾がある。したがって商業資本の存立を否定

するようになるのである。というのは，商菜資本が多数の虚業資本の売買を集

中することによってもたらきれる「販売の促進，市場の開拓も，宜接には社会

の資本全体にとっ Cのそれであった。その意味で商業資木の役割ははじめから

すぐれて社会的なものである。これはあきらかに競争における資本の個別的立

場とは相容れないものJ3D だからである。

かつて，商業資本の存立は流通時聞を短縮し流通費用を節約Lた。それゆえ』

商業資本が排除されれば流通費用ほ当然に増加するであろう。しかし「商業資

本の排除に上 η て計会的に流通時間および純粋流通費用がたとえふえるとして

も・ 独占価格を介して他者に転嫁しうるJ32) ことが可能なメカニズムが形成

さわしている。そうでなければ商業資本排除の有利性がなくなるであろう。つま

り，商業資本の排除によって流通費用が増加しても，なお，商業資本に販売を

代位させて得られる刺潤よりも入手利潤が増加する条件が整備されているから

こそ，独占的産業資本は商業資本を排除する方向に進むのである。すなわち，

「独占価格の設定，維持によって生産価格 をこえる独占利潤，それも個別

的なそれを確保する J33) ことができる条件，それは， I商業排除による増加流

通費用がすべての個別資本に均等に負担させられる仕組みが，自由競争り独占

への転化によって破かいされているJ34) という ζ となのであるo こうした諸条

件によっ亡，独占的産業資本は商業資本の排除に向かうのである。

以上みてきたように，独占的産業資本は商業資本の排除に向かうが，その本

質的根拠は，やはり独占利潤法則の貫徹であろうとおもわれる。 Lたがって，

例え大規使商業資木といえども，独占的産業資本の伺llU的独占利潤の追求のた

。
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めには排除される運命をもっているといわざるをえない。なぜなら「商業利潤

は生産でつくられた総剰余価値の一部分である。商業資本に帰する部分が大き

ければ大きいだけ，ほかの事情が同じなら，産業資本家の分けまえは，それだ

け小さくなる。だから産業資本と商業資本とのあいだには，利害関係の対立が

ある Ja~) りである。

こうして，商業資本は次第に排除されてい〈ことになるが， 殴伯には当該

産業資本の市場支配力を基礎に Lておこなわれる。この市場支配力の成立の条

件として橋本勲教授は，大量生産体制の成立，製品差別j化による差別的有利性，

有標化・事前包装・広告宣伝などによる事前販売，丙い市場占有率の確立，な

どをあげておられる加。

この産業資本による商業排除が最も基本的かっ重要な形態であることは否定

できない。しかも最初の標的となる卸売商業の耕除は産業資本にとっては最も

重要なことである。というのは，卸売商業とは「直接取引関係があるというこ

と，消費の小規模分散性の制約を直接にうけていないこと，のほかになお，産

業資本の要求にもとづいて犬規模化したものであるとはし、ぇ，大規模化した商

業資本はそれだけ強力となり，独占にたいする脅威もそれだけ増大するJ37>た

めである。

しかしながら商業の排除はこれで終わるだけではない。すなわち，小売商業

をも耕除した「消費者直阪型流通機構」へと進展せざるをえないからである。

というのは，独占的産業資本にとって「独占価格の維持，市場の獲得という目

的からすればむしろ末端段階こそが豆要だからであるJ"ω。

森下二次也教授はこうした消費者への直接販売として， 1)工場売り， 2)見本

市，展示会による販売， 3)通信販売， 4)販売員による訪問販売， 5)支出および

35) R. Hilferding， a. a. 0.. S. 309， ~Í]掲訳， 322ヘージ。 もちろんこれは埋論的に独占的産業資
ヌドの観者からみたもりである。現実にはこの利害関係の対立によって商業資本が非独占的産業資
本を従属させることもありえないわけではなし、

36) ζ札らについて詳しくは，橋本勲「現代商業学」昭和46年， 122ページ参照喝
37) 森下，現代商業経済論， 302へ ジ。
38) 同 1-:，30:3ベージ。
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事務所での販売，の 5つの形態をあげておられる叩。また橋本教授は1)工場売

り， 2)直営販売庖，または販売事務所での販売， 3)訪問販売， 4)通信販売，の

4形態をあげておられる'"'。これらのうちでも，消費財商品に関する限り直営

販売組織，通信販売J 訪問販売による方法が主要な形態であり 3 かっ効果的な

形態であろう。生産財商品についてみれば，生産的消費者への宜接販売は一般

的にみられる取引形態であり，特に見本市，展示会，工場での販売，販売員に

よる訪問販売による方法が採られている Eみると正ができょう-!-1>0 特に訪問販

売に閲しては生産財，消費財を問わず主要な形態であり，また通信販売も加え

たいわゆる無宿舗販売に産業資本の進出はめざまししいわゆるダイレクト・

7 ーケティングは今日注目を集めている。

いずれにせよ種々の形態はあるが，商業資本が排除されてもなんらかの形態，

方法で商品流通はおこなわれているのである。しかしながら，一般的には，産

業資本の力が大きくなればなるほど流通機構は短縮傾向を示すようになり，特

に消費者直販型流通機構では商品資本を商業資木として自立化させる ζ となし

商品資本のままで直接無媒介的な運動が展開きれているとみることができるの

である。

一方，こうした消費者への直接販売とは別に，既存の商業を利用しながら向

品流通が展開されることもある。いわゆる流通系列化である。次項でそ一れをみ

てみよう。

2 流通系列化

流通系列化は，一般的にほ，独占的産業資本による流通過程への個別的介入，

であるといえる。 L7J)しながらその具体的な概念は論者によって種々に捉えら

れており，必ずしも一致した概念はないといえようが山，ここでは，独占的産

39) 同上， 303へージB

40) 橋本照，前t昌書， 134-135へ←ジ。 I

41) 特に生産財商品の場合，こうした直販政策，すなわちj 生産者問。直聾取引は一般に広〈おこ
なわれている0

42) 詳しくは独占禁止法研究会が公正取引委員会に提出した報告書「流通系列化に関する独占禁ノ
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業資本による「流通過程への個別的な介入」という理解で，少し展開してみよ

つ。

前項でみたように，個別的独占利潤を追求する独占的産業資本は同業資本の

排除に向かうが，小売商業部門への進出には種々の困難がある。それは小売商

業部門が小売市場の基本的な性格〈消費の小規模性，個別性，分散性〕に規定

され， 般的には小規模，分散的だからである。つまり独占的産業資本自らが

小売部門に進出しようとすれば，小売市場の端々にまで販売機関を設置せねば

ならず，そのための巨額の資本投下，市場危険の負担など，不利益な両が多く

存在する。それゆえ，小売部門においては直接販売よりも，既存の小売商業を

自己の販売組織化しようとする方法が主にとられる。いわゆる流通系列化政策

である。これは，既存の流通機構を，独占的産業資本総体の価値実現の道具か

ら自己のための価値実現の道具へと転化させることなのである。つまり「特定

の商業資本との問に個別的な支配・従属関係」叫をもつことによって既存の流

通機構を自己組織として再編成することなのである。

もちろん，流通系列化のためには，大量生産， とくにフル・ライ γ生産、ンス

テムによる多品種大量生産体制の確立，製品差別化による差別的有利性，プラ

ンドの浸透，さらに，広告・宣伝，展示会などの販売促進などによるプリ・セ

日ング，などが重安な前提条件になっていることはいうまでもない。

こり流通系列化政策は，直接販売とともにチャキノレ政策のー構成要素である

が，より強化された段階では直接販売となんら遜色のないものとなる。では，

独占的産業資本による流通系列化はどのようにして辰閲されるのであろうか。

流通系列化はまず，開放的チャネノレ政策から出発する。ここではあらゆる卸

売商業，小売商業がチャネノレに包含される可能性をもっている。しかじとの開

放的チャネノレ，/;z...，テムでは全体の統一，共通目標，協調行動などの点におい

て"/7.テムの一体性が弱いという難点がある。しかし独占的産業資本にして

¥、止拡上白取扱い」事照。

43) 森下，現代商業経済誌 340ヘージn
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みれば，チャネル管理のコ λ トの安さ，広範な市場へ短期間に自社製品を浸透

させることができるという有利性がある。この有利性を最大限に活かすことが

この方法での重要目標である。だが， ζ の方法ではチャネル支配， コントロー

ルは相対的に弱く Iシステムとしての効率性，効果的なシ月テム活動によ

る」凶システム全体の利益は低くならざるをえず， チャネノレ参加者と独占的産

業資本との目標の違い，利害の対立などがお ζ りやすく，次第に限界をもつよ

うになる。その限界を克服するために選択的チャネル政策を採るようになる。

選択的チャネル政策になる主商業り選別がはじまる古ちそれは一定の選択基

準にもとづいてなされる。その基準は独占的産業資本の市場支配力の程度，流

通企業の協力Btな乙種々の条件によって決められるが. Iより一層独占企業

のマ ケティング目標にむかつて協働し積極的に貢献しうる」叩有力な販売力，

経営力のあるものが選択されるようになる。しかも，独占的産業資本のチャネ

ノレ支配のより一層の強化という観点も含まれておりチャヰルの効率はより高め

られる。さらに， リベート，広告・宣伝，販売員教育，経営指導などのチャネ

ル プ戸モーション，再販売価格維持による独占価格の維持，取り扱い商品の

限定，販売地域の限定などによってチャネノレ支配はより強化される。これらを

通して小売の末端まで価格を維持Lょうとするが，これは独占的産業資本にと

っての目標であわ，必ずLもチャネル全体の共通目標とはなりえなL、。さらに，

取り扱い商品や販売地域の限定などは商業活動を制限するものであり， これが

利害の対立となって現れて〈る。そこで，さらに系列強化白ために閉鎖的チャ

ネル政策を採るようになる。

閉鎖的チャネノレ政策が採られた場合，チャネノレ全体の共通目標は独占的産業

資本の目標とほぼ一致するように特定の商業によってチャネルが構成される。

そして，非協調的u商議はチャネル構成員から除外される。この段階ではシス

テム全体の一体性が飛躍的に高められることはいうまでもないし，取り扱い商

44J 渡辺公観，チャネルl臨時と流通支配橋本勲阿部真也編「現代田流通経済」昭和53年. 124 

へジ。

45) 向上， 125ベージ。
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品目限定，販売地域の設定など，独占的産業資本のコ Y トロールはより強化さ

れるの ζれは，商業の観点からみれば，形式的には独立しているものの目立性

は完全に失われ，独占的産業資本への従属はより強まる o そして，仮に特定の

独占的産業資本の商品のみを取り扱うことになれば，それは極限にまですすめ

られた系列化となる。こ礼を仮に「完全系列化」と呼ぶことにしよう。

ここでは商業はもはや自由競争段階の商業とは基本的に異なっている。形式

的には独立しており価値実現を担当しているが，それは特定の独占的産業資本

にだけ奉仕しているのであり，形式的にはどうであれそれは独占的産業資本の

内部販売組織となんら異なるところはない。したがって「完全な系列関係には

いった流通企業は，自己の成長と存続を独占企業およびその所属するチャネ

ノレ .y7-.テムの存続，発展に全面的に依存せさるをえないJ'ω という，いわば

運命共同体的存企となる。しかし，独占的産業資本が自己の販売組織によって

より流通効率を高めることができれば，これらの完全系列化Lた商業できえ，

チャネんから排除するのは容易なことである。

このようにz 形式的には独立組織でありながら特定の独占的産業資本への従

属という系列化は，独占的産業資本による商品流通組織の向己内部化であり，

商業存立の否定である。しかも「系列化された商業資本の商品は一つの特定さ

れた産業資本の商品であり，そのために商業資本によって買われても社会化し

えないJ'九また「系列化された商業資本の商品資本は，実質的にはもとの産

業資本の商品形態のいわば直線的な延長であるといってよい」則。

こうして，流通系列化によって「商業による売買の社会化」は制限されるこ

とになる。こ ζ では従来の商業による販売は完全に否定され，独占的産業資本

の意思を貫徹した販売，すなわち「商業を通しての販売」にかわっている。こ

れは独占的産業資本による商業資本の企業経営への実質的参加を意味している

のである。

46) 同上. 132ベージ。
47)48) 森下z 現代商業経構論， 349ベ シ。
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3 商業大規模化の傾向

商業の発展は生産の発展によって規定されるが，商業資本が産業資本から自

立化~，流通過程を集中代位することによって一般的利潤率が上昇すること，

そしてそれは具体的には流通時間の短縮と流通費用の節約を通して実現きれる

ことはすでにみたとうりである。したがって，このような使命をもっ商業資本

は，常に生産の発展νベノレに応じた発展が要請されるのである E というのは，

生産部門にお¥'c生産と資本の高度な集積集中を基礎とする独占資本が形成さ

れ，生産が拡大すればするほど生産される商品量は増大し，より一層迅速かっ

大量な価値実現が要求されることになる。つまり「産業の集積は商業の発達に

反作用し，商業は産業の集積に適応してゆかねばならないの産業経営が集積き

れていればいるだけ，その生産はますます大きしこの生産を取り引きする商

人の資本カもますます強くなければならない」制のであって，商業資本の集積

集中による「大量販売機関」が要求されるのである。このように，生産部門に

おける独占の形成によって商業における独占形成の前提条件が与えられる。な

ぜなら， I商業は集積・集中に関しても独占形成に関しても，産業と比較して

一般に遅れているJ50) からである。

商業資本の集積集中はすでに自由競争段階でもあらわれているが，独占段階

への移行はそれをさらに促進す与。というのは，商業の集積集中を実現し大規

模化へと導くのは主として商業資本相互間の競争によってであるが，独占段階

への移行によって「直接的には大量生産によって商業資本の大量購買を要請もす

るとともにそれを可能に Fるのみならず，間接的には大都市を出現させそこ

に巨大な人口を集中させることによってその大量販売のための条件を準備す

るJ51) からである。

商業資本の集積集中による大規模化は商業資木間競争による超過利潤獲得競

49) R. Hilferding， a. a. 0.， S. 309，前掲訳， 321へージ。
50) G. Fabiunke， P. Hofmanl、unoK. H. lJh1ig， Der Binnenhandel in staatsmonopolis沈ischen

Kapitalismus der BRD， S. 57，鈴木武臆訳「現代資本主義の商業構造」昭和53隼 64ベーシ。
51) 森下，現代商業経背面私 318ペ ジ。
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争から具体化するが，それは商業資本の社会的平均回転数以上に回転を促進さ

せること， i種々の資本前貸しにもとついて種々の利潤量を実現」叩するとい

う「商業経営の不均等発展」叩による恒常的な超過利潤の獲得競争であり，最

大利潤すなわち独占利潤の獲得をめざす競争行動なのである。そして「超過利

潤の獲得においてできるだけ他の追随を許さないようにしようとする。他に抜

きんでて大規模化ずることがその長も有効な途J54) であり，競争上有利な位置

を占めるために大規模化を志向するのである。つまり，商業資本の大規模化は

社会的要求であるとともに商業資本そのものの独占利潤の獲得とし、う資本の本

性をも看過することはできないのである。

この上うに，商業大規模化の要請は独占段階への移行によってー属強まるが，

商業が大規模化すれば1 産業資本にとっては多数の小規模な商業に販売するよ

りも一個の大規模商業に販売するほうがより以上に価値実現の困難性から解放

される。また当該商業にとってみれば，大規模化することで企業内部での分業

が可能となり，それによって必要な労働時間の節約J 価値実現のための流通費

用が相対的に減少することになる。このうちでも，必要労働時間の節約は犬き

な意味をもっている。

というのは，商業労働は価値も剰余価値も創造しない，いわゆる不生産的労

働である。しかしながら， ζの労働は商品の価値実現にとって必要な労働であ

る。しかもこの労働に対して支払われる賃金は純粋流通費用としてあらわれる。

それはこの労働が売買操作に従事するところからあきらかである。つまり， こ

の労働によって売買がなされるわけであり，価値と剰余価値が実現されるわけ

である。すなわち「生産過程において創出された利潤は商業労働者の労働に上

つてのみ実現され，したがって商業労働者の労働に土つてのみ商業資本家は利

潤を取得することができるJi5) のであ呂。主てからも L商業資本家が彼の雇用す

52)53) W. Heinrichs， H. Seidel und L. Bertullis， Der mαlOpolistische Handel， ein Instrument 
zur Sicherung maximaler Profi.te， S. 31，鈴木武訳「独占的商業の理論J，昭和47年， 32ページ.

54) 森下，現代商業経済論.213へ一九

55) 同上， 175へージ。
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る労働者に対して賃金として支払う以上の労働をさせることが可能となれば，

すなわち不払労働が可能となれば，商業資本家が取得する利潤は増大する。つ

まり商業労働者の「不払労働は，剰余価値を創造しないとはいえ，商業資本の

ために剰余価値の取得を創造する」叩のであって， r商業労働者の不払労働は

商業資本家にとって利潤の源呆J~7) をなすのである。すなわち「商業資本の買

う尚業的労働ふ商業資本にとっては直接に生産的である」開。「さもなければ，

商人的事業は大規模には一一資本制的には一一営まれえないであろう」問。

このように，不払労働が増大すればするだけ商業資本家にとっては取得する

利潤が増大するが，不払労働を増加させるためには，労働時間の延長，労働強

化とし寸絶対的増加を図る方法がある。だがとれには限界がある。もう 1つが

労働力の価値侭下という相対的増加の方法である。すなわち企業内分業による

労働の単純化，熟練化を通して労働力の価値を低下させることである。これが

できれば「労働時間，労働強度が一定としても，支払労働が減少するから，そ

の分だけ不払労働が増大するJ60
) ことになる。いずれにせよ，こうして商業資

本にとっても大規模化には有利な点がある。

また一方，多数の小規模商業の存在は，価値実現されるべき商品量を一定と

すれば，売買および亮買操作をも分散させることとなり，商業資本自立化の意

義を著しく減退させる。というのは，売買の集中，価値実現の集中代位が不充

分にならざるをえないからである。つまり「分散的で未発達の商業が大量生産

と対立するのであれば，そのことによって流通時間は延長され，商業資本の自

立化の利益も小利益に変わるJ60ことになる。

このように， r大規模商業経蛍は当該個別商業資本にとっても，またその商業

資本に商品を販売する個別産業資本にとヮても，さらには社会の資木全体にと

56) K. Marx， 8. a. 0.， S. 305，前掲訳， 245ベ}ν。
57) 講義下，現代商業経皆論， 176ページ。
58) K. Marx， 3. a. 0.， S. 313，前掲訳， 251ベジ。
59) Ebencla. S. 305.同上訳， 245ベーシo

60) 森下，現代商業経清論， 176ヘ ジ。
61) W. Heinrichs， et 31.， 3. a. 0.， S. 29前掲訳.30ベータ。
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っても有利であるJ62)。しかも，こうした商業大規模化の要求は社会総資本の要

求でもあり「商業資本自立化の必然性の延長として必然的に要求されるJ63)の

である。

IVおわりに

以上みてきたように』われわれは，現在のと乙ろでは本稿でみてきた「商業

経済論」で充分に現代流通を分析することが可能であることを確認した。なぜ

なら，仮に現代流通においてとこでみてきた以外の商品流通があるとしても，

それはまだ主要なものとはなっていなし、からである。そればかりではない。「商

業経済論」の任務は「商業」そのものの分析にある。つ主 b.商品流通が担当

する「商業」のその時々の特徴，形態，機能などを分析・解明することがその

基本的使命なのである。したがって，独占段階において「商業」が変化したと

しても「なぜそのようになったのかの追求は資本主義商業の変化・発展の法則

の認識に不可欠である。そしてそれはまた独占段階における商品流通の特殊の

形態やその成立根拠を正しく把握するための有力な材料を提供することにもな

る。なぜなら独占段階における商業の変化はそこでの特殊な商品流通の生成の

反面をなすものにほかならないからである」“υ
こうして，われわれは「商業経済論」による分析がなお必要であることも確

認すべきである。 Lたがって，われわれにとってはことさら商品流通を分析す

るための l流通論」構築を主張することは意味がないようにおもわれるo もし

仮に，本稿で検討してきた商品流通以外の局面，要因等で「流通論」が必要で

あるとするな bばその対象領域，方法などを明確にすることは必要である。し

かしこれは「流通論」構築を提唱する諾見解の検討とともに，今後の課題とし

て残される。

62)63) 森下，現代商業経済誌ー 144へ ジ。

64) 森下三次也「現代商業経済論」改訂版田和田年."ベージ。


